
令和４年度 第五回新庁舎建設検討委員会

1.令和4年度第四回新庁舎建設検討委員会について

2.今年度の検討について

3.第二回住民説明会について

４.検討スケジュールについて
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１.令和４年度第四回新庁舎建設検討委員会について

•令和４年12月16日（金）10時

１ 開催日時

•10名

２ 出席者数

•第一回住民説明会について

•庁舎面積は必要最小限に収めておりこれ以上の削減は難しいことから、NTT当別ビルの活用
を例として「分散配置」を検討

•デジタルの力を活用した時間、場所にとらわれない環境づくりとしてスマート庁舎すすめる

•庁舎建設に係る設備の補助制度としてZEBの活用

•今後の検討について

３ 事務局より配布資料の説明

•分散化について建設費、維持費、機能性を考慮することが必要

•旧当別小学校等他の遊休施設も検討するべき

•ZEBについてはゼロカーボンをすすめる町として有効手段となる

４ 主な意見等
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①庁舎規模等の検討について

諸室名
面積規模（ｍ2） 分散配置可能な

施設等
（○：可能である）現庁舎 基本構想 新庁舎

庁舎機能

執務室等 1,114 1,180 1,180 △

会議室（庁内会議用） 207 80 80 ×

倉庫 58 140 140 ○ -140

トイレ、更衣室、守衛室、医務室 等 320 393 318 ×

庁舎に付随する機能

議場（傍聴席含む）、議会関係諸室 463 525 525 ×

書庫 49 400 120 ○ -120

会議室 360 475 475 ×

備蓄倉庫 27 50 100 ○ -100

相談室、サーバー室 等 32 145 75 ×

設備室 機械室、電気室、自家発電室 100 402 392 ×

共有部 玄関、ロビー、廊下、階段室等 897 1300 1,192 ×

町民交流スペース 町民ホール、コミュニティースペース 18 50 0 ×

合計 3,627 5,140 4,597 -360

基本構想 検討結果

・実体的な面積算定は、今後基本計画段階の建
築プランと一体に精度を上げて検討されること
となるが、本検討では面積を事業上安全側に想
定すべきことから、この試算値約5,140㎡を採
用することとする。

・将来的な人口減少やデジタル化を見据え、必ずし
も庁舎内の専用スペースとして設ける必要がない倉
庫、書庫等について分散化を検討する。
・立地条件の利点を活かしたNTT当別ビルの活用等、
既存施設を積極的に活用していく分散化も検討する。

2.今年度の検討について
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②複合化の検討について

基本構想 検討結果

・庁舎建設に当って当別町立地適正化計画において検討されており、
下表のとおり図書館・文化センター・金融機関の整備優先度が高い
として方向づけが示されている。
これらの複合化・導入については、新庁舎への町職員の意向や町民
の要請についても把握して、結論を見出すことも求められている。

・図書館のような官民連携が図り
やすい施設については、庁舎内の
導入に限定することなく、利便性
や賑わいづくりの観点で検討を進
める。
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③-1庁舎機能の検討について

基本構想 検討結果

・現庁舎に不足している機能として防災機能があ

り、近年の地震災害等の多発化に対し、庁舎建築
のライフライン確保等の災害対策が重要な検討事
項である。

・防災機能の確保は、防災専用の施設や会議室を設

けることはせず、通常執務で使用する会議室を兼用
的に利用する計画とする。
ただし、防災設備（倉庫や非常用発電機等）は、

必要となる規模等を検討する。

設備 必要面積

耐震機能 面積は増加しない

無停電装置 面積は増加しない

発電機・備蓄燃料
3日間電力提供を予定し20㎡

屋上に設置した場合面積は増加しない

防災倉庫(貯蔵倉庫)
100㎡

屋外に設置した場合面積は増加しない

防災行政無線、衛星電話等 面積は増加しない

受水槽の設置 屋上に設置することにより面積は増加しない

貯留槽の設置 地下に設置することにより面積は増加しない

床レベルの嵩上げ 面積は増加しない

避雷針 面積は増加しない

大型モニタ、情報通信環境の整備
(会議室等と併用)

会議室等と併用することにより面積は増加しない

受け入れスペースの確保
(会議室等と併用)

会議室等と併用することにより面積は増加しない
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③-2庁舎機能の検討について

基本構想 検討結果

・庁舎の建替えにおいて町民サービスや町民交流機能
の向上を図るため、ICT（情報通信技術）社会に対応
した機能整備などの役割機能の見直し更新が必要とさ
れている。

・住民サービス、職務、防災等様々な利便性の
向上につながることから、庁舎の基本計画以降
にて、先進事例や、具体の導入施設にて検討を
進める。
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④スマート庁舎について

①証明発行拠点の拡充

②オンライン窓口

③オンライン相談
これらの取り組みにより
不足する機能についても補
完することが可能となりま
す

取組の内容(案)

基本構想 検討結果

・庁舎の建替えにおいて町民サービスや
町民交流機能の向上を図るため、ICT（情
報通信技術）社会に対応した機能整備な
どの役割機能の見直し更新が必要とされ
ている。

・P3に記載のとおり既存施設を活用した分散化の検討をすすめ
ていますが、現状は役場庁舎、ゆとろ、太美出張所と3つの拠点
があり、全ての手続きを1か所で終わらせることはできません。

ICTを活用した分散化を実施することにより、拠点が複数あっ
ても時間、場所を選ばず、また、ICT環境のない方も、行きやす
い拠点で同じサービスを受けられることで、利便性の向上を目
指します。
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⑤事業手法の検討について

基本構想 検討結果

・事業手法を決めるうえで大きなポイントとして、
事業費があげられ、安価に建設し、住民サービスの
向上、まちの賑わいをつくることが新庁舎に求めら
れる効果であることから、随時、補助金の動向、官
民連携の可能性を視野に入れ、保有形態の見直しも
含めた事業手法を選定していく。

・令和3年度見込みの地方債残高を考慮すると、
これ以上の借り入れは難しい状況であることから、
起債を伴う事業規模や事業方式の選択は困難と判
断する。
・庁舎以外の事業への影響を考慮のうえ、一般財
源に過度な負担を強いることない官民連携による
事業化（PPP手法）についても検討する。
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日 時：令和5年2月22日 18時30分～

場 所：ふれあい倉庫

次 第：①これまでの検討経過について

②今後のスケジュールについて

その他：前回要望のあったオンラインによる視聴も可能(要予約)

3.第二回住民説明会について
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③第６回検討委員会（R５.３ 中旬頃）

内容：（1）今年度検討のまとめ (2)今後のスケジュール

第２回住民説明会（R５.２.22 ）

第一回住民説明会の意見について、検討経過の説明

4.検討スケジュールについて
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